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高知県学校安全総合支援事業

（高知県実践的防災教育推進事業・高知県安全教育推進事業）実施方針

１．実施方針
モデル地域では、市町村教育委員会を中心として、以下のような取組を拠点校とモデル地域内の

学校とが連携して実践し、学校安全担当教員を通じて、各学校の取組等を共有する等、モデル地域

全体での学校安全体制を構築する。

２．拠点校における具体的な実施内容

（１）安全教育・安全管理の効果的な実践

①研究体制の整備

・中核となる教職員（学校安全担当教員）の位置付けと役割の明確化及び実践

・地域や関係機関及びモデル地域の学校（園）等との実践委員会の立ち上げ、開催

②目標設定と指導計画の作成

・児童生徒等に育成する安全に関する資質・能力を検討し、目標を設定、安全教育全体計画に反映

・「安全教育全体計画」「学校安全計画」に基づく計画的な実施

③具体的な実践

・「危機管理マニュアル（学校防災マニュアル）」の保護者・地域・関係機関等への周知、訓練等

を踏まえた改善等による安全管理の徹底

・「高知県安全教育プログラム」に基づく実践

・様々な場面や状況を設定した多様な訓練の実施

・安全マップづくりを通した、探求的な学習の実施

・積極的な授業公開や活動発表会等による情報発信 全校研究授業

※外部有識者による指導助言など専門的知見の活用や先進校等視察

④取組の検証

・目標の達成状況を測る成果指標の設定と実践、検証

・児童生徒及び保護者に対する、事前・事後アンケート等による意識の変容の把握・分析

・多様な方法による評価・分析（面接法や観察法、ポートフォリオ、作文、作品、話し合い等）

⑤普及・啓発

・実践発表の機会の設定

・県主催の推進委員会における、事業計画や進捗状況、取組成果等の報告・発表

・県主催の研修会等での実践報告書での発表

・ＨＰ、学校通信、広報誌等を活用した実践事例の発信

（２）地域や関係機関等との連携推進

・保護者、地域、関係機関、近隣校（園）等と連携した取組

・合同学習会や合同避難訓練を含む安全教育参観日等、家庭への啓発活動 等



令和２年度 高知県学校安全総合支援事業 実践報告書

目次

＜高知県実践的防災教育推進事業＞
【災害安全】
芸西村：芸西小学校・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １
南国市：十市小学校・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６
黒潮町：伊与喜小学校・・・・・・・・・・・・・・・・・１３
黒潮町：拳ノ川小学校・・・・・・・・・・・・・・・・・１８
土佐清水市：清水小学校・・・・・・・・・・・・・・・・２４
大月町：大月中学校・・・・・・・・・・・・・・・・・・３２
県立安芸中学・高等学校・・・・・・・・・・・・・・・・３８
県立中村特別支援学校・・・・・・・・・・・・・・・・・４７

＜高知県安全教育推進事業＞
【生活安全】
黒潮町：南郷小学校・・・・・・・・・・・・・・・・・・５４
四万十市：具同小学校・・・・・・・・・・・・・・・・・６０

【交通安全】
香南市：赤岡小学校・・・・・・・・・・・・・・・・・・６５
県立須崎総合高等学校・・・・・・・・・・・・・・・・・７２



１ 事業の目標

（１）モデル地域の現状及び安全上の課題

芸西村には、沿岸部と平野部、山間部があり、それぞれの地域に応じた災害への対応が

必要となる。芸西小学校は平野部に位置しており、震災時に津波による被害は想定されてい

ないが、想定外を想定し、隣接している幼稚園と、日頃より連携した避難訓練に取り組んで

いる。

これから社会の中心となる若い世代を中心に、防災に対する正しい知識と行動を身につ

けさせる必要がある。

（２）モデル地域の事業目標

「いつどこでも起こりうる災害」による人的被害を軽減するために、備えを充実する。

防災教育を通じた防災知識の普及と住民参加による実践的な避難訓練を実施し、地域防災

力の向上を図る。

２ モデル地域の取組の概要

（１）安全教育の充実に関する取組

ア 安全教育の充実に向けた取組

全ての学校に中核となる教員を位置づけ、学校安全の取組を推進する。

全ての学校において防災教育における防災の授業を 5 時間以上実施する。

各校の安全教育を推進する中核となる教員が、拠点校の公開授業や実践を各校で共有し、

自校防災教育及び防災管理の取組に活かす。

イ 安全教育の取組を評価する・検証するための方法について

防災意識アンケートを実施し、事業実施前と事業実施後での成果指標の検証を行った。

（２）組織的取組による安全管理の充実に関する取組

小学校・中学校共に危機管理マニュアルを見直しており、小学校では教職員検討会のほ

か、警察や消防、地域住民等の意見も取り入れて、マニュアルの見直しを図った。

令和元年度には小学校で、民生委員に協力してもらい、通学路の危険個所を点検しなが

ら下校時避難訓練を実施した。

（３）学校安全担当教員の資質向上に係る取組

事業 1 年目に香南市の夜須小中学校、土佐清水市の幡陽小学校の視察や県主催の「防災

教育研修会」に参加し、資質向上を図った。

事業２年目は新型コロナウイルスの影響によりリモート開催となった「防災教育研修会」

を受講し、小中学校の中核教員と保育所、幼稚園の管理職が県外の先進事例を学んだ。

（４）モデル地域全体への普及

芸西小学校の取組を芸西村校園所長会や芸西村教育委員会での共有を図った。

事業 1 年目に芸西小学校で行った防災参観日には、保育所、幼稚園、芸西中学校の教職

員の参加を呼びかけ、地域住民に対しても防災行政無線及び村内一斉メール配信サービス

を活用して広く周知を行い、多数の参加があった。

事業２年目の防災教育研究発表会では保育所、幼稚園の管理職や中学校の全教員に参加

「主体的に判断し、命を守る子どもたちを育てる防災教育」

～安全な行動ができる習慣を身につけ、意欲的に取り組む児童を目指して～
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してもらい、公開授業や児童生徒発表の参観や、取組発表、講師による講話を聴講するこ

とで、拠点校の取組を一度に多くの教職員に普及することができた。

３ 拠点校の取組

（１）拠点校の目標

拠点校である芸西小学校は海岸から 1.3km 離れ、標高が 9.5km であるため、高知県の示

す資料では浸水域ではない。しかし、低湿地に盛土をした立地で敷地東側には和食川が南

北に流れている。そして、高台への避難を考えた時、和食川に架けられた橋を通ることに

なるが、補強された橋の両側の村道が盛土のため崩壊の恐れがある上、学校から北東位置

になる農業用溜池の決壊なども不安要素である。また、在籍児童の自宅は学校を中心に海

岸近くから津波浸水が心配される地域にもあり、その時間帯や家庭にいる時間の避難行動

の訓練も欠かせないが、地域や保護者も含む訓練は十分ではなく、また、防災意識なども

高いとは言えない。

こうした課題を受け、児童には発達段階に応じた災害のメカニズムや避難行動の要点の

学習や、参観日を通じた保護者への啓発・避難訓練を通じて、避難行動の形成はもとより、

幼稚園などとの連携を深めるとともに、地域とも連携して防災意識の向上と防災力の醸成

を進めた。また、防災教育の目標を「安全な生活を営むうえで必要なことがらを理解し、安

全な行動ができる習慣を身につけさせるとともに、他の人々の安全にも気配りできる児童

の育成」と設定し、このゴール目標に向かって各学年の目標の具体化・体系的な指導計画

を設定することにした。

（２）安全教育の充実に関する取組

①カリキュラムマネジメントの視点を踏まえた安全教育

まず、各学年の防災教育目標を明らかにし、年間指導計画の見直しを行った。本校では、

特別活動における防災学習を年間を通じて行うように計画を立てた。その際、「高知県安全

教育プログラム」を用い、２学年間の学習内容に軽重をつけ、指導内容やねらいが重複し

ないように見直しを行った。また、特別活動を防災学習の中心に据えるものの、他教科と

の関連を図ることで、様々な教育活動で学びを深めることができるようにした。さらには、

いつ起きるかわからない南海トラフ地

震に備えて、様々な場面を想定した避難

訓練を行うことで、児童が主体的に判

断・行動する力を身に付けることがで

き、日常生活においても安全な行動を身

に付けることができるようにした。具体

的には、休み時間・掃除中・下校時・授

業中などの場面に行い、訓練後も各教室

にて短時間での振り返りや指導を行い、

計画的な指導と関連付けるようにした。



②組織力を高める防災通信の発行

学校における安全教育は、学校教育活動全体を通じて

計画的に指導していく必要がある。そのため、教職員間の

防災教育における共通理解を十分に図ることが大切にな

ってくる。そこで、学校安全担当教員が防災通信を定期的

に発行し、校内研で重点的に話し合いたいことや避難訓

練後の児童の振り返りの集約、全体で確認しておきたい

ことなどを中心として全体に広める取組を行った。この

ことによって、全教職員がそれぞれの取組について知る

事ができるようにした。

③各学年の防災学習

特別活動以外にもさまざまな教科で防災学習と関連させた取組を行った。

一例を紹介すると、第１学年では、算

数科「くり下がりのあるひき算」の学習

の導入で、非常持ち出し袋の中身１２種

類から、絶対入れておきたい物を選び、

その数を引くという計算をした。児童

は、持ち出し袋の中身にとても興味を持

ち、意欲的にひき算の仕方を考えようと

することができた。

その他にも、生活科や社会科との関連

で、校区探検をもとに自宅から避難所ま

でのルートを調べて、防災マップを作成

したり、国語科の単元と絡めて防災ポス

ター、防災かるたなど様々な学校教育活

動に位置付けたりして行った。

（３）安全管理の充実に関する取組

事業１年目は、地域・保護者と連携した防災学習に取り組むことで、家庭内の防災意識

を高めるとともに、自ら命を守る行動のとれる児童を育成することができるようにした。

「救急法講習会」では、６年生と保護者・教職員を対象に AED の使い方や応急処置の仕方

について、消防署の方による講習会を開催し、いざというときの技能習得に努めるように

した。また「防災参観日・講演会」を開催し、低中高学年ごとの体験的な防災の授業と、高

知大学岡村眞教授による講演会を実施した。授業では、低学年は避難所で役立つアウトド

アグッズや防災食の試食体験、高学年では、揺れに備えるガラス飛散防止フィルムの実演

体験を行った。

２年目は、新型コロナウイルス感染防止のため、保護者を

招いた行事は行わず、５年生が総合的な学習の時間で、リー

フレットを作成し、村役場に置かせてもらうことで、地域発

信を目的にした取組を行った。その際、リーフレットの内容

をよりよくするために、地域の方を数名招いて知りたい情報

などの聞き取りや紙面の内容への助言アドバイスをいただ

いた。



（４）成果と課題

事業の成果指標として設定した、①防災意識アンケートで防災の目標の認知度が９０％

以上になる②防災意識アンケートや避難訓練後の振り返りで、普段の生活や訓練に対する

態度以上が 90％以上になる③防災学習に対する意欲が 95％になる④防災学習を通して家

庭へ発信しようとする児童を増やすの４つをもとに検証を行った。

＜成果＞

○防災教育目標を明確にしたことにより、児童が意欲的に防災学習に取り組むことができた。

○様々な避難訓練を計画したことにより、児童が意欲的に防災学習に取り組むことができた。

○年間指導計画に沿って様々な場面で防災に関連する学習を進めたことで、自分事として捉

え考える児童の育成につながった。

＜課題＞

●休み時間や授業中などの避難訓練の実施以外にも、場面を精査して、意図的・計画的に避

難訓練の計画を入れていく必要がある。

●教科と防災学習のつながりについて、効果的に関連させる計画の見直しが今後の研究課題

である。

●地域・保護者と連携した取組は、感染対策等も踏まえ、実施可能な取組を模索していく

直接でなくても、家庭や地域に発信できる可能性を探る必要がある。

Q：あなたは、普段から安全に気を付けて行

動できていますか。

Q：あなたは、本当の地震と思って行動できま

したか。

Q：あなたは、防災の授業のときに自分だっ

たらどうするか？と考えて取り組んで

いますか。

Q：あなたは、防災の授業で学んだことについ

て、お家の人と話をしていますか。

Q：あなたは、防災の授業に進んで取り組んで

いますか。

Q：あなたは、防災の目標がわかっています

か。



＜今後の取組の見通し＞

事業終了後も、持続可能な防災教育を目指して、これまでの取組を生かした防災学習の

推進を図り、保幼小中や地域住民を巻き込んだ防災の取組の継続を行っていく。また、防

災教育だけでなく、安全教育全体の取組を強化していく。

４ 事業の成果と課題

【成果】

学校防災アドバイザーや県外大学講師の指摘により、今後重点的に取り組むべき点や学校

防災マニュアルの見直すべき箇所が判明し、教職員検討会のほか、警察や消防、地域住民等

の意見も取り入れて、マニュアルの見直しを図った。

小学校・中学校ともに校内研修を実施しており、小学校では 11 月 20 日の防災教育発表大

会に向けて防災通信という研究通信を発行することにより、全教職員が共通理解・認識を図

ることができた。

防災意識アンケートの結果から児童・生徒の防災に対する関心が高まった。

本事業を２年間行うことにより、芸西小学校、中学校の教員の半数以上が「防災を中心と

した安全教育」に今後力をいれるべきと考えていることから、教員にも安全教育に対する意

識が高まった。

【課題】

中核教員が中心となり、防災教育の推進を図り、中核教員が自校に持ち帰り、教職員で共

有を図るというところまではできたが、その後に繋がる活動が少なかった。

例えば小学校で作った防災マップや中学校で作った防災新聞などの成果物を小・中学生が

お互いに見ることのできる機会を設定し、小学生が中学生に対して防災マップの説明をし、

そのことに対して中学生がアドバイスをするなど連携した防災教育を推進していく必要があ

る。

小学校で学んできた防災教育の学びを、中学校では、より一層深めていくように系統立て

た防災教育計画が必要である。

５ 今後の取組

芸西小学校及び芸西中学校の教員に対して村の教育で今後力を入れていくべきことを訪ね

た結果、「防災を中心とした安全教育」が 53.3%と最も高かった。幼小合同避難訓練や地域
住民と連携した避難訓練、役場防災担当職員による防災授業等の継続展開をしていく。

この２年間では地震や津波という点において事業展開したが、今後は集中豪雨や台風、竜

巻といった日々の暮らしの中でも身近にあり、大きな被害をもたらす自然災害についても学

習できる機会を設定する。芸西村には芸西村の児童・生徒があらゆる自然災害に直面しても

自分で自分の命を守る(自助)、他人の命を守る(共助)ことができる児童・生徒の育成に努める。
芸西村内の保育所、幼稚園、小学校、中学校が作成している防災マニュアルを保幼小中の

管理職と教育委員会、役場防災担当課が内容を確認し、必要に応じて指導・助言を行う。



１ 事業の目標

（１）モデル地域の現状及び安全上の課題

南国市は高知市に隣接しており、南は太平洋に面している南北に長い市である。沿岸

地域、山間地域、市街地と様々な条件下に学校が設置されており、地域によりそれぞれ

自然災害に対しての備えは異なってくる。

今回の拠点校である十市小学校は、南の浜沿いに十市地区、学校の西側には大きな溜

池である石土池があり、その池に沿って新興住宅地が作られ、さらに北側の山を開発し

て県営住宅が建っている。また、近年は学校南側の山も開発され新しい住宅地もできた。

多くの児童が通う住宅地は直接の津波による被害は想定されていない地域が大部分で

あり、全体的に防災意識及び防災に関する取組への弱さが見られる。さらに南海トラフ

地震で最悪の想定をした場合、西部の石土池からの浸水、小学校周辺の液状化現象、周

りの山からの土砂崩れ等様々な災害が想定される。そこで、太平洋沿岸部の学校として

の防災教育、防災・減災教育が展開され、児童を中心に家庭や地域が防災意識及び防災

力を高めることが重要である。

（２）モデル地域の事業目標

高知県における防災教育の目的である「最強クラスの南海トラフ地震が、いつどこで

発生しても、子どもたちを一人も死なせない」ために、大きく２つのことを行っていく。

①南海トラフ地震や津波・土砂災害等の２次災害に備え、学校での防災教育の充実を図

る。「知識を備え正しく判断する力」「自分の命を守り切る力」「地域社会に貢献する心」

を育成する。また、地域・学校の特色や強みを活かした防災教育の実践開発を試み、地

域の方の防災への興味・関心を高めていく。

②地域や防災関係機関との連携体制の強化・充実を図るための取組を企画し、実施する

ことで「自助」「共助」「公助」も意識を高めていく。

取組をリードしていく拠点校として、南国市立十市小学校を指定し、先進的でモデル

となる防災教育を研究していく。拠点校の取組は、実践委員会を中心にして、中学校区

の各学校や地域等と連携しながら深めていく。さらには、拠点校における公開授業や実

践発表会等を通して、市内全域の学校で取組を共有し、防災教育を中心とする安全教育

の質を高めていく推進体制をとる。

２ モデル地域の取組の概要

（１）安全教育の充実に関する取組

ア 安全教育の充実に向けた取組

【防災意識調査アンケートの実施】

◆児童・保護者を対象としてアンケートを実施した。
【効果的な避難訓練の実施】

◆様々な場面や状況を設定した訓練や訓練に相当する取組を複数回実施した。
◆「学校防災マニュアル」の共有・実践・改善を行った。
【防災に関する指導方法の開発】

◆「学校安全計画」の再検討・作成・共有・実践を行った。
◆『高知県安全教育プログラム』に基づいて「安全教育全体計画」「防災教育年間指
導計画」の再検討・作成・共有・実践を行った。

◆『高知県安全教育プログラム』による地域・学校教育の特色を活かした防災学習の

「生きる力を育む防災教育」

令和２年度 高知県学校安全総合支援事業（災害安全）

南国市教育委員会 拠点校 南国市立十市小学校



実践を行った。

◆防災に関する知識の共有（校内研究の実施）・講師招聘による講演会・防災学習授
業研究・授業公開（４年生・国語科）を行った。

◆「地域安全マップ」の作成をした。
◆「実践委員会」の設置をした。
◆児童や保護者への起震車体験の実施をした。
【防災に関する指導法の普及】

◆防災に関する授業公開（モデル地域小中学校へ案内配布）を行った。
【環境整備】

◆敷地内の非構造物の整備等による校内環境の安全確保を行った。

イ 安全教育の取組を評価する・検証するための方法について

以下の５項目と学校安全計画に位置付けた「防災の授業（年間小中学校５時間以

上）」と「避難訓練（年間３回以上）」を盛り込んだアンケートを南国市内１７の小中

学校でとり、評価・検証を行う。

拠点校・モデル地域において実施した安全教育を評価・検証する方法について

（２）組織的取組による安全管理の充実に関する取組

・南国市危機管理課に依頼し、７月に行われた防災参観日で保護者に向けて「南海大震

災は本当に起こるのか？～十市地区における防災・減災、各家庭でできること～をテ

ーマに講演を行った。

・南国市防災教育研修会や校長会で（３回）危機管理マニュアルの見直しの依頼を行っ

た。

・地域のフィールドワークを行い、防災マップを作成し地域の方に配布をした。

（３）学校安全担当教員の資質向上に係る取組

・８月に宮城県岩沼市との小中学校交流事業では、高知工業高等専門学校から教授をお

招きしての災害についての事前学習を行い、４中学校から各１名ずつ、小学校から１

名の学校安全担当教員が視察を行う予定としていたが、新型コロナウイルス感染拡

大防止のため中止となった。

・５月に南国市防災教育研修会を行う予定としていたが、新型コロナウイルス感染拡大

防止のため、10 月 27 日（火）に延期し研修会を行った。本年度防災教育の指定を受

けている十市小学校の取組は新型コロナウイルスのため、計画通りに進めることが

困難であったために実践発表はできなかったが、昨年度指定校の後免野田小学校の

資料を配らせていただき、各校に持ち帰り回覧、研修等で活用し自校の防災教育の参

考にしていただくよう依頼した。また、高知工業高等専門学校の岡林宏二郎教授に

「地震後に起こりうる災害とこれから起こりうるその他の災害について」講演をし

ていただき、各校が持ち寄った危機管理マニュアルの見直しを行った。ここで行った

危機管理マニュアルの見直しは、各校に持ち帰り管理職に説明・報告したのち、教職

員で共有することを依頼した。

（４）モデル地域全体への普及

①各学校において危機管理マニュアルの見直しや内容の周知などを行い、日頃の

安全教育・管理や危機発生時における各教職員の役割について、共通理解を図っ

ている学校の割合 100％

②学校安全に関する校内会議や研修等を実施している学校の割合 100％

③学校安全を推進するための学校安全担当教員（管理職以外）を校務分掌に位置付

けている学校の割合 100％

④拠点校の取組について、自校の教職員に共有した学校の割合 ８０％以上。

⑤拠点校の取組を参考に、自校の安全教育及び安全管理等に活かす取組をした学

校の割合 80％以上。



・本年度は小中学校交流事業中止の為、市長報告会も中止になり実践校の取組を発表す

る機会がなかなか持てなかった。

・実践委員会は、当初の予定よりも開かれた回数は少なくなったが、情報共有は行うこ

とができた。コロナウイルス感染予防のため会を欠席されていた方には、後日資料を

お回しさせてもらう形をとった。

（５）その他の主な取組について

・本年度は宮城県の現地へ行っての視察・交流は行えなかったが、岩沼市の玉浦小学校

と南国市の十市小学校とをオンラインで結び、交流を行い、先進的な防災への取組を

聞くことができた。

・高知新聞社の方から「読もっか いのぐ」の話をいただき、十市小学校を紹介。「十

市いのぐ塾」を開催することとなった。宮城県の中浜小学校元校長の井上剛氏の講演

と、地域住民との語り合いの場をセッティングしたが、新型コロナウイルスの影響で、

講演は録画で、語り合いは中止となった。

３ 拠点校の取組

（１）拠点校の目標

本校は、南国市の西端で高知市に隣接しており、南は太平洋に面している。南の浜沿

いに十市地区、学校の西側には大きな溜池である石土池があり、その池に沿って新興住

宅地がつくられ、さらに北側の山を開発して県営住宅が建っている。また、近年は学校

南側の山も開発され新しい住宅地（ハッピータウン）もできた。

多くの児童が通う住宅地は直接の津波による被害は想定されていない地域が大部分

であり、全体的に防災意識及び防災に関する取組の弱さが見られる。

しかし、南海トラフ地震の際には、西部の石土池からの浸水、周りの山からの土砂崩

れ・土石流が予想されている。児童・保護者・地域の方が日常生活を過ごす中で、いつ、

どこで地震による被害に遭遇するかは予測できない。そこで、太平洋沿岸部の学校とし

ての防災教育、防災・減災教育が展開され、児童を中心に家庭や地域が防災意識及び防

災力を高めることが重要である。

拠点校でも、近い将来発生すると言われている南海トラフ地震が、いつ発生しても自

分の命を自分自身で守ることができる知識と対応力を児童に身につけさせることが急

務である。また、そのための取組を公開授業や実践発表等で情報発信し、市内の各学校

が自校の防災教育及び防災管理に活かすような推進体制を構築する。

①南海トラフ地震や土砂災害に備え、学校での防災教育の充実を図る。

「知識を備え正しく判断する力」「自分の命を守り切る力」「地域社会に貢献する心」

を育成する。また、地域・学校の特色や強みを活かした防災教育の実践開発を試みる。

②地域や防災関係機関との連携体制の強化・充実を図るための取組を企画し、実施する。

（２）安全教育の充実に関する取組

①防災意識調査アンケート（７月実施）の分析…県「アンケート例」実施

〇南海トラフ地震については児童・保護者とも強い関心を持っている。また、その際の

被害についても考えたことはある。（保：１回目の➀98.4％ 児：①83.2％）

〇児童が「自ら判断して身を守る」ことについては多くの保護者が不安を持っていると

考えられる。（保：１回目の④思わない・わからない 70％以上）

〇避難する安全な場所については、学校や家に居る時よりも「登下校時」の方が不安を

持っている。（保：１回目の⑤知らない・わからない 55.3％ 児：④30.1％）

〇避難した際、家族の集合場所を決めているご家庭は予想よりも多かった。ただ、児童

の所有する機器の関係か、連絡方法の取り決めはあまりなされてない。（保：１回目

の⑥決めている 62.0％⑦決めている 25.4％ 児：⑥決めてない 62.7％⑦決めてない

81.6％）

〇地震への備えは、持ち出し袋や耐震化などが多い。ただ、3 分の１の家庭が「してい

ない」の回答となっている。（保：１回目の⑧していない 31.2％）



〇周りの住民と「協働」しての防災意識は今後の課題である。（保：１回目の⑨考えて

いない・わからない 94.2％）

〇学校に対する防災教育への期待度は高い。特に避難訓練のような実践的な内容を求

めている。（保：１回目の⑩強く思う・思う 100％ 必要だと思うもの防災授業・避

難訓練 72.8％）

〇なお、全家庭数 248 のうちアンケート提出は 187 家庭。回収率は 75.4％であった。

➁効果的な避難訓練の実施

〇様々な場面や状況を設定した訓練を年間９回実施（年間計画 11 回のうちコロナ禍に

より４・５月中止）

③防災に関する指導方法の開発

〇『高知県安全教育プログラム』による防災学習の実践

本年度防災参観日…12 月 6 日（日）、全学級防災教育授業

④地域安全マップの作成

〇４年生での学習（四国地質調査業協会高知支部の協力を受けて）



（３）安全管理の充実に関する取組

①危機管理マニュアルの改善

・４月の年度当初に全教職員で改善。１月には、管理職・防災担当教員２名による原

案を基に来年度に向けての改善案を検討した。

②「十市地区防災教育実践委員会」の設置及び避難訓練での協働

○第 1 回は令和２年 7 月 31 日（金）18：30 より本校図書室にて開催

○第２回は令和３年１月 26 日（火）18：30 より本校図書室にて開催

＊その際、第 10 回避難訓練（下校時、被災を想定した地域ごと縦割り班による「下

校防災学習」）への参加協力を要請。当日（令和３年２月３日）には、地域・学校・

近隣保育園・学童保育などと協働の取組となった。

○第３回は令和３年３月４日（木）を予定。

③コロナ感染予防に係る安全管理

○参観授業・学校行事における（参加人数調整など）開催の工夫。及び来校者への感

染予防（検温・手指消毒・マスク着用）の徹底。

○放課後の校舎内消毒を毎日行った。

（４）成果と課題

＜成果＞

〇コロナ禍により計画通りにはいかない面もあったが、年間 10 回程度の避難訓練を実

施することができた。

〇アンケートにもあるように本校の長

年の課題である「十市地域の連携」を

防災教育の視点ですすめるための組織

として「十市地区防災教育実践委員会」

を立ち上げ、本年度３学期と来年度への

協力要請を行うことができた。

〇関係機関の協力を得て「十市地区防災マ

ップ」の作成（４年生児童）を行うこと

ができた。また、このマップを改善し「地

域防災掲示板」への掲載も決定（南国市

危機管理課との共催）した。今後は、第

10 回避難訓練（地域ごとの班で下校時

の危険箇所を調べる活動）で 6 年生と一緒に活用することを計画している。

〇12 月２日には上述の実践を「防災教育研究発表会」として普及することができた。

〇12 月６日の日曜参観日には全学級の防災教育授業を地域・保護者に公開。それに先

立つ午前中には、高知新聞共催の「防災教育講演会」を行い、上級生と保護者の災害

に対する認識や防災意識の向上を図ることもできた。

＜課題＞

〇本校の現状と来年度に向けての課題は明確にできたものの、昨年度よりのコロナ感

染予防対策の影響を受け、特に１学期の全校避難訓練が難しく計画の変更が多々あ

った。（アンケート実施や地域防災教育推進委員会の開催も変更を余儀なくされた）

〇地域防災教育推進委員会の組織づくりの際にも明確になったが、地域としての連携

の強さが地区により大きな違いがある。地域をあげての防災活動を行う際の「弱み」

と言える。

＜今後の取組の見通し＞

〇従来、本校が力を入れてきた「総合的な学習の時間（食教育）」と防災教育との有機

的なつながりをつくっていきたい。

〇来年度は、学校からの防災教育実践の発信というかたちで地域全体としての連携を

図っていきたい。

玉浦小学校（宮城県）とのリモート交流学習



４ 事業の成果と課題

・項目①及び②が事業実施前の段階から高い割合を示している。ここ数年南国市で高

知県実践的防災教育推進事業の指定を受け続けているため一定水準の防災に対する

高い意識がうかがえる。

・項目③の学校安全担当教員に管理職以外を校務文書に位置付けている学校が全体の

７割になっている。学校の規模により教員数が少なく校務の分担が難しく管理職

（教頭）が学校安全担当になっている学校がある。位置付けていない学校の約８割

の学校が日頃の安全教育・管理や危機発生時における各教職員の役割について、共

通理解を図っている、学校安全に関する校内会議や研修等を実施しているとアンケ

ートに答えており、教職員の資質向上には学校全体で取り組めている。

・本年度は何度も人を集めて研修を行うことが難しかったため、各校でできることを

してもらうために、校長会を通じて複数回、危機管理マニュアルの見直しを依頼し

た。また南国市の防災研修会でも危機管理マニュアルの見直しにつながるような講

話を高知工業高等専門学校の岡林宏二郎教授にしていただき、学校安全担当教員の

資質向上に努めることができた。

・アンケートの結果を見ると、これまでに研究指定を受けた学校とそうでない学校と

の回答に差がうかがえる。１月までの避難訓練の実施回数の平均で比べてみると、

研究指定を受けたことのある学校の平均は７回なのに対し、指定を受けたことのな

い学校の平均は 3.3 回となっている。拠点校の取組が、指定を受けたことのない学

校にとって有意義なものになり教職員の意識が高められるように、情報の内容、発

信時期、発信方法を考えていく必要がある。

・項目④、⑤の割合が例年より低い。本年度は新型コロナウイルスの影響により人を集

めることが困難になり、予定していた取組が行えず計画の変更が余儀なくされた。学

校開始時期も新型コロナウイルスにより遅れたため、拠点校の取組等をモデル地域

全体、南国市全体に広げていく機会、時間を確保することが課題となった。

成 果 指 標 事業実施前 事業実施後

【必須項目】

①各学校において危機管理マニュアルの

見直しや内容の周知などを行い、日頃の

安全教育・管理や危機発生時における各

教職員の役割について、共通理解を図っ

ている学校の割合 100％

②学校安全に関する校内会議や研修等を

実施している学校の割合 100％

③学校安全を推進するための学校安全担

当教員（管理職以外）を校務分掌に位置

付けている学校の割合 100％

【任意設定項目】

④拠点校の取組について、自校の教職員に

共有した学校の割合 80％以上。

⑤拠点校の取組を参考に、自校の安全教育

及び安全管理等に活かす取組をした学

校の割合 80％以上。

【必須項目】

① 94％

（16 校/17 校）

② 94％

（16 校/17 校）

③ 71％

（12 校/17 校）

【任意設定項目】

④ 59％

（10 校/17 校）

⑤ 52％

（ ９校/17 校）

【必須項目】

① 100％

（17 校/17 校）

② 100％

（16 校/17 校）

③ 100％

（17 校/17 校）

（防災部として校

務分掌に位置付け

したものを含む）

【任意設定項目】

④ 71％

（12 校/17 校）

⑤ 71％

（12 校/17 校）



５ 今後の取組

・南国市では研究指定を、まず沿岸部の小学校に持って行き、次いで山間部、中心部の小

学校へとつないできた。本年度は石土池のそばにある十市小学校に指定を依頼してい

る。今回のアンケート結果で、年間の避難訓練の実施回数を見ると、（令和２年度１月

までの避難訓練実施回数の平均：研究指定を受けたことがある学校７回、研究指定を受

けたことがない学校 3.3 回、小学校 5.9 回、中学校 2.2 回）研究指定を受けた学校と受

けていない学校、小学校と中学校での防災学習への参加の機会に大きな差が生じてい

ることが分かる。そこで、南国市ではまず、一定小学校に研究指定校を依頼するように

する。中学校では、各小学校で防災について学んだことを各地域から持ちより、より質

の高い学校安全への取組が行われるようにするため、研究指定を小学校から中学校へ

と移行していき、小中の継続性を確保しながら地域の一員として、中学生として自分に

できることは何なのかを学び、より広い地域で防災学習を推進していってもらう。



１ 事業の目標

（１）モデル地域の現状及び安全上の課題

当町は、「揺れたら逃げる より早く より安全なところへ」を合言葉に、被害者ゼロを

目指す町づくりに取り組んできた。

教育面では平成 26 年度から、防災教育の推進体制を整え、町独自のプログラムを作成し

て、研究授業や研究協議を行い教員の指導力向上を図りながら、地域を知り、自ら考え、判

断し、行動できる児童生徒の育成に努めてきたところである。

モデル地域には、小学校３校、中学校１校があり、そのうち津波浸水区域内の学校は小

学校１校、中学校１校で、今回の拠点校２校は津波浸水区域外である。

これまでの防災教育は、地震・津波災害の教育を中心に行ってきたが（特にモデル地域

の２校）、近年、全国各地で大雨等による甚大な土砂災害が発生している状況をみると、「台

風・大雨洪水・土砂災害」への備えが喫緊の課題であり、異常気象による災害にも目を向け

させ、「自ら自分の命を守る行動をとることができる力」をつけさせることが重要である。

（２）モデル地域の事業目標

〇拠点校における防災教育の取組を佐賀中学校区内小・中学校に普及するとともに、各校

に安全教育担当教員を位置づけ、学校安全の取組を推進する。

○「高知県安全教育プログラム」に基づいた授業を実施することで、子どもたちが身の回

りの危険を予測し、自ら危険を回避する力を身に付け、自分の命は自分で守り、安全に

行動できる児童の育成の育成を図る。

〇地域および校区内の学校・家庭・地域が連携を図りながら、地域全体でこどもの安全を

見守る協働体制を構築する。

２ モデル地域の取組の概要

（１）安全教育の充実に関する取組

ア 安全教育の充実に向けた取組

各校から提出された教育計画の中に、学校安全計画及び安全教育全体計画が明記されて

いるかどうかを確認し、未記載の学校には本年度中の見直しを促し、来年度の教育計画に

反映することとしている。また、県が示す避難訓練年間３回以上、防災学習年間５時間以

上から、黒潮町独自の避難訓練年間６回以上、防災学習 10 時間以上を設定し、「高知県

安全教育プログラム」と合わせて、黒潮町が作成した「津波防災プログラム」「台風・大

雨洪水・土砂災害防災プログラム」を活用した防災学習を位置付けていることを確認して

いる。

イ 安全教育の取組を評価する・検証するための方法について

学校評価の活用や、毎年黒潮町独自で、教職員及び児童生徒に対し「地震・津波避難訓

練及び防災教育実施状況調査」アンケートを実施し、防災教育に対する意識や意欲等の

状況、成果・課題等を把握。調査結果によってはその対策を検討している。

（２）組織的取組による安全管理の充実に関する取組

学校の立地条件と、想定される災害については町主催の防災研修に転入職員は必ず参加

「自ら自分の命を守る行動がとれる子どもの育成を目指して」

令和２年度 高知県学校安全総合支援事業（災害安全）

黒潮教育委員会 拠点校 黒潮町立伊与喜小学校



し把握に努めてもらい、起こりうる災害を予想しながら学校全体で危機管理マニュアルの

見直しに繋げている。

保育所、小学校、中学校、高校が隣接している学校は、児童生徒間や教職員との学習、合

同避難訓練を行い、また、訓練時には保護者、地域、消防署職員、子どもサポートセンター

等に呼びかけを行い、見守りをお願いしている。

各地区の自主防災組織との交流や地域人材の活用等、家庭や地域を巻き込んだ防災教育

の実践に努め、これらの取組は、保護者や地域に向けて学校通信等により積極的に発信し

ており、町全体の防災意識の向上につなげている。

（３）学校安全担当教員の資質向上に係る取組

黒潮町教育研究会防災教育部会（各学校の防災教育主任で構成）において、研修会や研

究協議、公開授業での取組発表を基に意見交換を実施。また、教育委員会主催で、「黒潮町

新任・新採教職員防災教育研修会」を開催し、東京大学大学院情報学環特任 片田敏孝教

授による講演会及び意見交換会を実施し、防災意識の向上に努め安全教育に関する指導力

の向上を図った。

（４）モデル地域全体への普及

黒潮町新任・新採教職員研修において、これまで黒潮町が行ってきた防災教育の取組や

基本方針を学んでもらい、防災意識の向上や防災教育に繋げている。

拠点校の中核教員を中心に進めてきた各校の取組内容を、学校安全教育担当教員が中心

となり、黒潮町教育研究会防災教育部会、実践委員会での取組発表や意見交換を実施。ま

た、事業実施前後に行った土砂災害に対する意識調査の結果・分析の公表を行い、取組の

成果・課題等について発信し、安全教育に関する意識を高めるための普及活動を行った。

拠点校である伊与喜小学校では、令和２年 9 月 11 日の大雨により川が氾濫、学校周辺が

水没、人的被害はなかったものの隣接する保育所の園児がボートで救出される事態となっ

た。この事業に取り組んでいる最中の災害であり、被害の状況把握、町教委との連携、児童

への対応、保護者への連絡等実践する良い機会となった。これを踏まえ、計画やマニュア

ルの検証を行い、モデル地域へ発信することで各学校の計画やマニュアルの直しを図る材

料として期待できる。

３ 拠点校の取組

（１）拠点校の目標

◎災害時に起こる様々な危険について知り自ら命を守る行動ができる児童を育成する。

◎自分たちが住んでいる地域の過去の災害から学び、地域の頑張りや思い、課題につい

て知り、調べること等を通してより地域に触れ、地域愛を育む。

（２）安全教育の充実に関する取組

①黒潮町防災教育プログラム及び高知県安全教育プログラムを活用しての授業実践

②毎月 1 回以上、様々な状況を設定しての避難訓練の実施

③防災意識調査アンケートの実施（地震津波・土砂災害）

５月と 12 月の２回、児童と保護者を対象にアンケートを実施した。

④黒潮消防署へ体験学習（施設及びヘリコプター給油訓練の見学）

⑤防災力向上に向けた防災学習の実施

幡多青少年の家より講師を招聘し、避難後に自分た

ちでできることについて体験学習を行った。

（防災力向上スタンプラリー；メタルマッチ・ロープ

ワーク・簡易マスク作成・毛布タンカ）



⑥先進校視察

本校と拳ノ川小学校及び教育委員会で広島県の先進校 2 校に視察に行った。

（土砂災害に関する研修）

⑦運動会での防災競技への取組

⑧地域に起こりうる土砂災害について学習（全学年）

⑨全学年による公開授業と研究協議の実施

本校の校内研修と第 2 回黒潮町防災教育研究会を兼ね

る形で研究授業及び研究協議会を実施した。また、学校安

全対策課の担当の方から助言及び指導もいただくことが

できた。

⑩防災参観日の実施

自分たちの住んでいる地域の土砂災害について調べた

ことを保護者や地域の方に発表した。また、日本赤十字社より講師を招いて、災害

の備えや心肺蘇生等について親子で学習した。

⑪親子での防災学習会

前回に引き続き高知県防災砂防課

から講師を招聘し、今回は児童及び保

護者を対象として学習会を実施した。

⑫起震車体験

東日本大震災及び南海大地震の揺

れを体験

⑬砂防ダムの見学

学校の裏手に建設されている砂防ダムの見学と説明を担当者から聞いた。

（３）安全管理の充実に関する取組

①毎月 1 回、校内安全点検日を設定し、校舎内外の点検作業を実施

②年間３回の保護者及び職員による登校時の街頭指導と SGL の巡回及び街頭指導

③地域の方による登下校時の見守り活動

④危機管理マニュアルの見直しと確認及び各家庭へマニュアルの配布

⑤土砂災害に関する避難確保計画の作成とその共有化

⑥夏期合同防災研修会の実施

高知県防災砂防課より講師を招聘し、本校と拳ノ川小

学校が合同で、土砂災害に関する研究会を行った。本校周

辺でどんな災害が起こりうるのか実際に地形等を見なが

ら説明を受けた。

（４）成果と課題

＜成果＞

５月と 12 月の２回アンケートを実施したことで、児童及び保護者の防災に関する意識の

変化を見取ることができた。特に、学習を積み上げてきたことで、地域で起こりうる土砂

災害について「知らない 33%・わからない 67%」だったのが、「知っている 100%」と変化し

たことは、今後の命を守る行動につなげることができる嬉しい結果となった。



先進校の視察からは、総合的な学習の時間を活用した防災学習への取組や他教科との関

連を意識した防災教育、地域や保護者との協力体制の強化や防災学習に関する情報発信の

重要性、地域人材を活用した教材開発など、多くのことを学ぶことができた。また、校内研

修で視察内容を職員と共有した後に、本校の土砂災害に関する取組の方向性について協議

し、実際の取組につなげることができた。

本校の校内研究授業と黒潮町防災教育研究会を兼ねて実施したことで、研究協議がより

深まり、多くの方からの助言や指導をもいただくことができた。次へのステップにつなげ

ていきたい。

児童が地域に出向き、自分たちの住んでいる地区の土砂災害が起こりそうな箇所や安全

な箇所、または過去に起こった土砂災害について、地域の方から学ぶ機会を設けたことに

より、地域のことを知るだけでなく、地域とのつながりをより深めることができた。また、

防災参観日での児童の土砂災害に関する発表会と親子での防災学習会を数回設定してきた

ことで、児童や保護者、地域の方の土砂災害に関する関心や知識を高めることができたと

ともに、啓発活動にもつなげることができた。

＜課題＞

児童及び保護者のアンケート結果から、避難後の家族との集合場所や連絡方法を「決め

ていない」割合が未だに 30%～100%で、変化があまり見られない結果となった。また、児童

の「もっと学習したい」に「思わない」と回答した児童が 2 名おり、これまでの学習で十

分と捉えているため、防災学習にやり過ぎはないことや命を守る大切な学習であることを

気付かせ、今後の学習につなげていきたい。

防災参観日や学習会を計画し実施したが、実施するにあたって、事前に口頭や配布文書

等で再三呼びかけをしてきたが、思うように地域からの参加者が増えず、いかに参加者を

増やしていくかが今後の課題である。

４ 事業の成果と課題

＜成果＞

各校から提出された教育計画の中に、学校安全計画及び安全教育全体計画が明記されて

いるかどうかを確認し、未記載の学校には本年度中の見直しを促し、来年度の教育計画に

反映することとしている。また、県が示す避難訓練年間３回以上、防災学習年間５時間以

上から、黒潮町独自の避難訓練年間６回以上、防災学習 10 時間以上を設定し、「高知県

安全教育プログラム」と合わせて、黒潮町が作成した「津波防災プログラム」「台風・大

雨洪水・土砂災害防災プログラム」を活用した防災学習を位置付けていることを確認して

いる。

黒潮町新任・新採教職員研修において、これまで黒潮町が行ってきた防災教育の取組や

基本方針を学んでもらい、防災意識の向上や防災教育につなげることができた。

拠点校の中核教員を中心に進めてきた各校の取組内容を、学校安全教育担当教員が中心

となり、黒潮町教育研究会防災教育部会、実践委員会での取組発表や意見交換を実施、ま

た、事業実施前後に行った土砂災害に対する意識調査の結果・分析の公表を行い、取組の

成果・課題等について発信し、安全教育に関する意識を高めるための普及活動を行った。

拠点校である伊与喜小学校では、令和２年９月 11 日の大雨により川が氾濫、学校周辺が

水没、人的被害はなかったものの隣接する保育所の園児がボートで救出される事態となっ

た。この事業に取り組んでいる最中の災害であり、被害の状況把握、町教委との連携、児童

への対応、保護者への連絡等実践する良い機会となった。これを踏まえ、計画やマニュア

ルの検証を行い、モデル地域へ発信することで各学校の計画やマニュアルの見直しを図る

材料として期待が持てる。

＜課題＞

避難訓練において、各校が授業中、休み時間、登下校時等に行うなど計画的に実施でき



ているが、マンネリ化している傾向がみられる。児童生徒自らがその状況に応じた行動を

とることができるようにするためには、児童生徒が主体となった避難訓練を行う必要があ

ると感じている。また、学校・家庭・地域が連携した避難訓練・避難所運営等について、十

分でないと評価している学校もある。今後、学校が家庭・地域に啓発していく方法を模索

し、より一層の参加・協力体制が求められている。

これまでの防災教育は、地震・津波災害の教育を中心に行ってきたが（特にモデル地域

の２校）、土砂災害については取組みを始めたばかりであり、全体としての進捗が十分とい

える状況ではない。また、学校安全計画・防災計画に土砂災害時の対応が不十分な学校も

あるため、土砂災害についての計画の見直しを行う必要がある。

土砂災害警戒区域にある学校７校のうち、「土砂災害に関する避難確保計画」を作成して

いる学校は４校で、未作成の学校は３校である。全学校が作成済みとなるよう取組を進め

る。

５ 今後の取組

＜学校＞

①家族会議を学校で設定し、親子で話し合いの場をもつようにする。

②地域の土砂災害も含めて土砂災害について「知る」ことができたので、次のステップ「命

を守るために」に進める。

③防災学習を通して保護者や地域を巻き込み、自助及び共助となるよう、地域とのつなが

りをより強固なものにしていくための取組を進める。

＜黒潮町全体＞

黒潮町内小中学校で実践している高知県実践的防災教育推進事業の取組を校長会や黒潮

町防災教育研究会と連携しながら、学校長及び防災教育主任が共有し、各校の取組に反映

させる。

地震・津波だけでなく、台風・大雨洪水・土砂災害の防災学習についても研究を深め、土

砂災害警戒区域を問わず、町内各校で実践が進められるように推進していく。

避難訓練・避難所運営については、家庭・地域が参加できるものを位置付け、地域と一体

となった防災意識の向上と行動化を図る。



１ 事業の目標

（１）モデル地域の現状及び安全上の課題

当町は、「揺れたら逃げる より早く より安全なところへ」を合言葉に、被害者ゼロを

目指す町づくりに取り組んできた。

教育面では平成 26 年度から、防災教育の推進体制を整え、町独自のプログラムを作成し

て、研究授業や研究協議を行い教員の指導力向上を図りながら、地域を知り、自ら考え、

判断し、行動できる児童生徒の育成に努めてきたところである。

モデル地域には、小学校３校、中学校１校があり、そのうち津波浸水区域内の学校は小

学校１校、中学校１校で、今回の拠点校２校は津波浸水区域外である。

これまでの防災教育は、地震・津波災害の教育を中心に行ってきたが（特にモデル地域

の２校）、近年、全国各地で大雨等による甚大な土砂災害が発生している状況をみると、「台

風・大雨洪水・土砂災害」への備えが喫緊の課題であり、異常気象による災害にも目を向

けさせ、「自ら自分の命を守る行動をとることができる力」をつけさせることが重要である。

（２）モデル地域の事業目標

〇拠点校における防災教育の取組を佐賀中学校区内小・中学校に普及するとともに、各校に

安全教育担当教員を位置づけ、学校安全の取組を推進する。

○「高知県安全教育プログラム」に基づいた授業を実施することで、子どもたちが身の回り

の危険を予測し、自ら危険を回避する力を身に付け、自分の命は自分で守り、安全に行動

できる児童の育成を図る。

〇地域および校区内の学校・家庭・地域が連携を図りながら、地域全体でこどもの安全を見

守る協働体制を構築する。

２ モデル地域の取組の概要

（１）安全教育の充実に関する取組

ア 安全教育の充実に向けた取組

各校から提出された教育計画の中に、学校安全計画及び安全教育全体計画が明記されて

いるかどうかを確認し、未記載の学校には本年度中の見直しを促し、来年度の教育計画に

反映することとしている。また、県が示す避難訓練年間３回以上、防災学習年間５時間以

上から、黒潮町独自の避難訓練年間６回以上、防災学習 10 時間以上を設定し、「高知県

安全教育プログラム」と合わせて、黒潮町が作成した「津波防災プログラム」「台風・大

雨洪水・土砂災害防災プログラム」を活用した防災学習を位置付けていることを確認して

いる。

イ 安全教育の取組を評価する・検証するための方法について

学校評価の活用や、毎年黒潮町独自で、教職員及び児童生徒に対し「地震・津波避難訓

練及び防災教育実施状況調査」アンケートを実施し、防災教育に対する意識や意欲等の

状況、成果・課題等を把握。調査結果によってはその対策を検討している。

（２）組織的取組による安全管理の充実に関する取組

学校の立地条件と、想定される災害については町主催の防災研修に転入職員は必ず参加

「自ら自分の命を守る行動がとれる子どもの育成を目指して」

令和２年度 高知県学校安全総合支援事業（災害安全）

黒潮町教育委員会 拠点校 黒潮町立拳ノ川小学校



し把握に努めてもらい、起こりうる災害を予想しながら学校全体で危機管理マニュアルの

見直しに繋げている。

保育所、小学校、中学校、高校が隣接している学校は、児童生徒間や教職員との学習、合

同避難訓練を行い、また、訓練時には保護者、地域、消防署職員、子どもサポートセンター

等に呼びかけを行い、見守りをお願いしている。

各地区の自主防災組織との交流や地域人材の活用等、家庭や地域を巻き込んだ防災教育

の実践に努め、これらの取組は、保護者や地域に向けて学校通信等により積極的に発信し

ており、町全体の防災意識の向上につなげている。

（３）学校安全担当教員の資質向上に係る取組

黒潮町教育研究会防災教育部会（各学校の防災教育主任で構成）において、研修会や研

究協議、公開授業での取組発表を基に意見交換を実施。また、教育委員会主催で、「黒潮町

新任・新採教職員防災教育研修会」を開催し、東京大学大学院情報学環特任 片田敏孝教

授による講演会及び意見交換会を実施し、防災意識の向上に努め安全教育に関する指導力

の向上を図った。

（４）モデル地域全体への普及

黒潮町新任・新採教職員研修において、これまで黒潮町が行ってきた防災教育の取組や

基本方針を学んでもらい、防災意識の向上や防災教育に繋げている。

拠点校の中核教員を中心に進めてきた各校の取組内容を、学校安全教育担当教員が中心

となり、黒潮町教育研究会防災教育部会、実践委員会での取組発表や意見交換を実施。ま

た、事業実施前後に行った土砂災害に対する意識調査の結果・分析の公表を行い、取組の

成果・課題等について発信し、安全教育に関する意識を高めるための普及活動を行った。

拠点校である伊与喜小学校では、令和２年９月 11 日の大雨により川が氾濫、学校周辺が

水没、人的被害はなかったものの隣接する保育所の園児がボートで救出される事態となっ

た。この事業に取り組んでいる最中の災害であり、被害の状況把握、町教委との連携、児

童への対応、保護者への連絡等実践する良い機会となった。これを踏まえ、計画やマニュ

アルの検証を行い、モデル地域へ発信することで各学校の計画やマニュアルの直しを図る

材料として期待できる。

３ 拠点校の取組

（１）拠点校の目標

町の防災教育プログラムに則り、「命の教育」「防災知識の教育」を展開する中で、防災

への主体性を育むとともに、地域とのつながりを意識し行動化できる児童の育成を目指す。

（２）安全教育の充実に関する取組

①災害安全に関するアンケート実施

６月２日に児童向け・保護者向けに災害

安全に関するアンケートを行った。アンケ

ート結果を集計し、６月 17 日の校内研修

で結果を分析（7 月に学校通信で公表し

た）、拳ノ川小の現状把握と今後の取組の

参考とした。1 月に第２回の災害安全に関

するアンケートを実施し、６月からの変容

を見取り、来年度に向けての指針とする予

定である。

②先進校視察

８月３．４日に広島市の落合小学校・三



入小学校へ研修視察に行った。行く途中、平成 26 年８月 20 日の豪雨災害の爪痕が街の至

る所に残っており、自然の脅威・恐ろしさを感じた。

1 日目の落合小学校では、災害にどう立ち向かっていくかの具体的な説明がなされた。地

域人材（防災士等）の活用、自主防災合同訓練の参加、避難訓練の見直し、子ども防災フェ

スティバルの開催等、地域と学校が一体となった取り組みが印象的であった。

２日目の三入小学校では、５年生の授業参観をした。学校の敷地内にどうして防災碑が

立っているのか、建立費用はどこから捻出しているのかなどを考えることによって、先人

の思いや地域の方の思いを知る、そのような流れであった。平成 26 年に起きた災害を三入

小で経験した教職員はいなかったそうだが、地域ぐるみで防災教育をやられている印象が

あり大変参考になった。ただ、両校とも保護者の防災への意識が低く、啓発の面で課題が

あると言われ、なかなか苦労している様であったが、子どもたちが自主的・主体的に防災

について学ぼうとしている様子を聞いて、いずれは地域・家庭・学校が三位一体となって

防災教育を推進していくことになるだろうと感じたことだった。

③伊与喜小・拳ノ川小防災教育合同研修会

８月７日、伊与喜小学校において、２校教職員対象による防災教育の合同研修会を行っ

た。県砂防課の方を講師にお迎えし、土砂災害に関しての高知県の現状や、ぼうさいマッ

プの作り方、どう地域と連携して取り組んでいったらよいのか、どう児童に教えていった

らよいのかなどの具体的方法、伊与喜地区のフィールドワークなど、これから進めていく

中で大変参考になる研修会であった。

④防災フィールドワーク

10 月 29 日、川奥・拳ノ川・荷稲・中ノ川・小黒ノ川（児童在籍の地区）を中心に防災フ

ィールドワークを行った。各地区の危険箇所や、標識の種類やある場所、感じたことなど

をまとめ 11 月２日に発表した。なお、事前に教職員が担当場所まで出向き、ある程度回る

場所の確認をしてフィールドワークに臨んだため児童もピンポイントで学習できていた。








